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平成２２年３月２４日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 原処分取消請求事件 

口頭弁論終結の日 平成２２年２月３日 

 

判     決 

原告     有限会社Ｘ 

被告     国 

処分行政庁  熊本国税局長 

 

       主     文 

原告の請求を棄却する。 

訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

熊本国税局長が平成１８年３月１５日付けで原告に対してした第二次納説義務の

納付告知処分（ただし、平成２０年６月３０日付けでされた国税不服審判所長の裁

決により一部取り消された後のもの）を取り消す。 

第２ 事案の概要 

本件は、熊本国税局長が、原告が国税の滞納者から無償又は著しく低い額の対価

により債権を譲り受けたとして、国税徴収法３９条、３２条１項の規定に基づき原

告に対し第二次納税義務の納付告知処分をしたことにつき、これを不服とする原告

が同処分（ただし、裁決により一部取り消された後のもの）の取消しを求める訴訟

である。 

１ 前提となる事実（争いのない事実並びに後掲の証拠及び弁論の全趣旨により

容易に認定することのできる事実） 
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（１）当事者等 

ア 原告は、興行場、遊戯場の経営、貸ビル及び貸室業、衣料雑貨品の販売

等を事業目的とする有限会社である（乙１）。 

イ 有限会社Ａ（変更前の商号は「Ｂ有限会社」。以下「本件滞納者」とい

う。）は、繊維製品の販売及び加工販売を主たる事業目的とする有限会社

である（乙２）。本件滞納者は、平成１３年度～１５年度の源泉所得税及

び消費税（法定納期限は平成１４年５月３１月～１６年５月３１日）を滞

納しており、その額は平成１８年３月１５日時点で６８２万６１００円（加

算税及び延滞税を含む。）であった。 

ウ 訴外株式会社Ｃ（以下「本件取引先」という。）は、婦人服等の製造・

販売を営む会社である。本件取引先と本件滞納者は、縫製加工委託契約を

締結して、本件取引先が本件滞納者に被服の縫製加工を委託し、本件滞納

者が縫製加工した被服を本件取引先に納入する取引を継続的に行っていた。 

（２）本件処分及び訴訟に至る経緯 

ア 熊本国税局長（以下「処分行政庁」という。）は、本件滞納者の本件取

引先に対する平成１５年１２月１０日から平成１６年１月９日までの縫製

加工代金５３３万２０３７円の支払請求権（以下「本件債権」という。）

を原告が本件滞納者から譲り受け、上記金額から振込手数料を除いた５３

３万１１９７円が原告名義の口座に振り込まれたことにつき、原告から本

件滞納者への本件債権に相当する対価の支払がなく、かつ、本件納税者か

ら原告に対し消極財産の移転もないことから、上記債権譲渡が国税徴収法

等９条にいう無償譲渡に当たるので、原告は同条により第二次納税義務を

負うと判断して、同法３２条１項の規定に基づき、平成１８年３月１５日

付けの納付通知書により、原告に対し、納付すべき限度の額を５３３万１

１９７円とする納付告知処分（以下「本件処分」という。）をした。 

イ 原告は本件処分に不服があるとして処分行政庁に対し同年５月１１日付
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けで異議申立てをしたが、処分行政庁は同年６月３０日付けでこれを棄却

する旨の決定をした。（乙３、５） 

ウ 原告は上記異議決定に不服があるとして国税不服審判所長に対し同年７

月２４日付けで審査請求をした。国税不服審判所長は、本件滞納者は平成

１６年１月１０日に本件取引先との間の縫製加工委託契約上の地位（以下

「本件契約上の地位」という。）を原告に譲渡し、かつ、本件債権も原告

に譲渡したこと、本件債権の譲渡は本件滞納者が支払うべきであった従業

員に対する給与の支払原資を確保するために行われたものであること、し

たがって、この部分は無償譲渡に当たらないが、その余の部分は原告が無

償で取得したものになること、原告が受けた利益の額は本件債権の額から

上記給与支払債務の額及び振込手数料を控除した残額の１９８万２７８３

円であることを理由に、平成２０年６月３０日付けで、本件処分のうち納

付すべき限度の額につき１９８万２７８３円を超える部分を取り消すとの

裁決をした。（乙４） 

（３）国税徴収法３９条による無償譲受人等の第二次納税義務 

上記義務が成立する要件は、①納税者がその財産を処分したこと、②その

処分が無償又は著しく低い額の対価によるものであること、③上記処分が租

税の法定納期限の１年前の日以後にされたものであること、④納税者が租税

を滞納しており、その財産につき滞納処分を執行してもなお徴収すべき額に

不足すること、⑤上記の不足が前記①の処分に起因することである（以下、

それぞれを「要件①」などという。）。本件において、要件①及び②が満た

されるとすれば、要件③ないし⑤はいずれも満たされる。 

２ 争点及び争点に関する当事者の主張 

争点は要件①及び②の充足性であり、当事者の主張は次のとおりである。 

（１）要件①について（本件滞納者がその財産を処分したか否か） 

（原告の主張） 
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原告は、平成１５年１２月１日付けで本件滞納者の工場（製造部門）と従

業員を引き継いだ。本件処分において被告が第二次納税義務を負うとして原

告に納付を命じた５３３万１１９７円は平成１５年１２月１１日から平成１

６年１月１０日までの加工代金と思われるが、これは原告が引き継いだ後に

発生したものであり、原告が本件滞納者から譲り受けたものではなく、元々

原告に帰属するものである。したがって、本件債権の譲渡は本件滞納者によ

る財産の処分に当たらない。 

（被告の主張） 

本件滞納者が本件契約上の地位を原告に譲渡したのは平成１６年１月１０

日であり、これとともに本件債権も譲渡したのであるから、この債権譲渡は

本件滞納者による財産の処分に当たる。 

（２）要件②について（本件債権の譲渡が無償によるものであるか否か） 

（原告の主張） 

ア 原告は、本件滞納者の工場及び従業員を引き継いだ後、次のイ及びウの

とおり、本件滞納者の本件取引先に対する製品の納付義務、従業員に対す

る給与の支払義務、材料費及び燃料費の支払義務を承継し、これを履行し

た。したがって、本件は無償譲渡に該当せず、原告が第二次納税義務を負

うとされる理由はない。 

イ 原告は、本件滞納者の従業員から加工賃を保全してほしいとの依頼を受

けて本件取引先と交渉した結果、平成１６年１月分の加工賃が本件取引先

から原告の口座に振り込まれた。本件滞納者に発生していた公共料金や他

の取引先への未払分については、原告と従業員が話し合い、給与を含めて

縫製加工業務を継続するために最低限必要と考えられる負債につき、次の

ウのとおり、原告が支払った。なお、その中には、原告が本件滞納者の名

義で支払ったものがある。 

ウ 原告が支払った本件滞納者の債務は、裁決により認められた従業員の給
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与のほか、次のとおりである。 

① Ｄ株式会社について      １４万６０６６円 

同社と原告は現金取引を行ったが、取引の名義が原告に変更されるま

での間は、原告が本件滞納者の名義で支払をした。 

② Ｅ水道課について         ４万１７５６円 

同課から、本件滞納者（商号変更前のものを含む。）の未払分がすべ

て支払われないと原告の名義変更ができないと指摘されたので、本件滞

納者の未払分を原告が支払った。 

③ Ｆについて        ７６万０８９６円 

本件滞納者から求められたため、原告が本件滞納者の名義で支払った。 

④ 株式会社Ｇについて       ４万５７４８円 

原告との取引が成立するまで、原告が本件滞納者の名義で材料を発注

し、支払をした。材料の単価面でも本件滞納者の名義で取引した方がよ

いということもあった。 

⑤ 株式会社Ｈについて        ２万８９５５円 

原告が業務を続けていく上で同社と取引を継続する必要があり、原告が

本件滞納者の名義で支払った。 

⑥ Ｉ株式会社について     ４万９０７７円 

原告が業務を続けていく上で同社と取引を継続する必要があり、同社

の信額を得るために原告が本件滞納者の名義で支払った。 

⑦ Ｊについて          ９万５０００円 

本件滞納者の名義で年間契約をしており、年度末までは名義変更をし

ない方都合がよいとされたため、原告が本件滞納者の名義で支払った。 

⑧ 外注費（５人分）について      ２４万７４２５円 

労働基準監督署から内職賃は本件滞納者の名義で支払うように指示さ

れたため、その指示に従った。 
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⑨ Ｋについて              １万円 

従業員の親族が亡くなって会社として献花をする際、原告名義では遺

族が認識できないということであり、原告が本件滞納者の名義で支払っ

た。 

⑩ 有限会社Ｌについて        ２万６８００円 

会社の使用する車両につき本件滞納者の名義で契約されていたので、

原告が本件滞納者の名義で保険料を支払った。 

⑪ 株式会社Ｍについて       １万３７８６円 

本件滞納者の名義で契約した置き薬の代金である。 

⑫ Ｎ株式会社について      １９６０円 

締めの関係で原告が本件滞納者の名義で支払った。 

⑬ Ｏ株式会社について ２万５１７３円 

本件滞納者のときと同様、入金後に材料を発注するという取引を行う

ことになり、材料を注文するために原告が本件滞納者の名義で入金した。 

⑭ Ｐについて          １８万２０００円 

高圧の電力を使用する関係上原告においても専任の技術者として契約

を継続する必要があり、原告が本件滞納者の名義で支払った。 

⑮ Ｑ株式会社について      ２５万８５２０円 

契約手続の上ですぐに原告に契約変更することが困難であったので、

原告が本件滞納者の名義で支払った。 

⑯ 雑費（振込手数料）            １７３２円 

合計                 １９３万４８９４円 

（被告の主張） 

ア 原告は、本件債権の譲受けに当たって、本件滞納者に対して本件債権に

見合う対価の支払も、また、本件滞納者からの消極財産の引受けもしなか

った。 
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そうすると、原告は本件債権を何ら対価の負担なく取得したのであり、

反面、本件滞納者は原告に対し何ら対価を得ずに無償で本件債権を譲渡し

たことになるから、本件滞納者から原告に対する本件債権の譲渡は、国税

徴収法３９条に規定する無償譲渡に該当する。 

イ 原告が履行したと主張する各種支払債務は、そもそも原告が本件滞納者

から本件契約上の地位を譲り受け、本件取引先との縫製加工取引を開始し

た後に発生した経費、あるいは本件取引先との取引を行うに当たり事業の

継続に必要と判断して自主的に支払った経費であると認められ、原告が本

件滞納者から引き継いだ負債でない。したがって、原告が各種支払債務を

履行したから無償譲渡に該当しない旨の主張は失当である。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点（１）（要件①の充足性：本件滞納者がその財産を処分したか否か）に

ついて 

（１）後掲の証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

ア 本件取引先は、製造をすべて外部の業者に委託しており、そのうちの１

社として本件滞納者と縫製加工委託契約を締結していた。本件取引先は、

毎月１０日を締切日として、前月１１日～当月１０日の間の納品数量及び

金額を確認し、各外注先に支払通知書を送付し、毎月２５日に指定の口座

に加工代金を振り込んでいる。本件債権は、平成１６年１月９日までに本

件滞納者が本件取引先に引き渡した商品の加工代金に係る債権である。（乙

３） 

イ 本件取引先は、本件滞納者から、平成１６年１月２０日付けで、同月１

０日から会社名称を本件滞納者から原告に変更するとともに、住所、代表

者名及び振込口座を変更する旨の取引口座内容変更依頼と題する書面を受

領した。本件取引先は、同月２３日、原告名義の口座に、本件債権の額か

ら振込手数料を差し引いた５３３万１１９７円を振り込んだ。（乙３、９） 
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ウ 処分行政庁が本件取引先を第三債務者とする本件滞納者の縫製加工代金

債権を差し押えたところ、本件取引先は、本件滞納者に対しては平成１６

年１月１０日までの間継続的に業務を委託していたが、本件滞納者から同

日付けで上記イの書面を受領した、本件取引先は本件滞納者及び原資の双

方に本件契約上の地位の譲渡の事実が間違いないことを確認したなどと記

載した書面を処分行政庁に送付した。処分行政庁は、その後、上記差押え

を解除した。（乙１１～１４） 

エ 原告の工場長及び従業員２８名は、連名で、同年１月９日までは本件取

引先の従業員であった、同月１０日からの仕事は原告の仕事であり本件取

引先に対する債権は原告のものであるなどと記載した同年４月５日付けの

要請書を処分行政庁に提出した。（乙１５） 

（２）前記前提となる事実及び上記認定事実によれば、原告は本件取引先との

取引の継続等を目的として、平成１６年１月１０日をもって本件滞納者の

工場（製造部門）及び従業員を引き継ぐこととし、本件滞納者から本件契

約上の地位を譲り受けたと認められる。他方、本件債権は同月９日までの

商品加工代金に係る債権であり、元来本件滞納者に帰属するものである。

そして、これが本件滞納者でなく原告に支払われたことからして、本件滞

納者が原告に本件債権を譲り渡したと認めるべきものであり、これが国税

徴収法３９条にいう滞納者の財産の処分に当たるということができる。 

（３）これに対し、原告は、上記の引継ぎがされた時期は平成１５年１２月１

日であると主張するものの、その根拠について具体的に主張立証しておら

ず、失当といわざるを得ない。 

２ 争点（２）（要件②の充足性：本件債権の譲渡が無償によるものであるか否

か）について 

（１）前記前提となる事実及び認定事実によれば、原告が譲り受けた本件債権

のうち、本件滞納者が支払うべき従業員に対する給与支払債務に相当する
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額以外の部分については、原告から本件取引先に対し相当額の対価の支払

があったとも、本件取引先の消極財産が原告に移転したとも認めるに足り

る証拠はない。したがって、原告はこれを無償で取得したと認めるのが相

当である。 

（２）これに対し、原告は前記のとおり本件滞納者において発生していた未払

金を本件債権に係る振込金で支払っており、原告は本件滞納者の債務を引

き受けたから、無償譲渡に当たらない旨主張する。しかし、原告が支払っ

たと主張する債務には、原告の主張自体からして、原告が本件契約上の地

位を譲り受ける前に本件滞納者を債務者として発生したもの（Ｅに対する

水道料金等）と、その後に原告が取引等を行うことによって生じたもの（Ｄ

株式会社に対する運送料等）があると認められるところ、後者が原告の引

き受けた債務に当たらないことは明らかである。また、前者についても、

原告と本件滞納者の間に本件滞納者の債務の承継や未払金の支払等に関す

る合意があった、あるいは、本件債権が本件滞納者の債務を弁済するため

に譲渡されたなどといった事情を原告は何ら主張立証しておらず、むしろ、

原告は自らの事業の継続に必要又は有益であると判断して支払ったという

ことができる。したがって、原告の主張する債務の支払が本件債権の譲渡

と対価性を有すると認めることはできず、この点に関する原告の主張も失

当というべきである。 

３ 以上によれば、原告は無償譲受入として国税徴収法３９条により第二次納税

義務を負うべきものであり、本件処分（ただし、平成２０年６月３０日付けで

国税不服審判所長の裁決により一部取り消された後のもの）を取り消すべき違

法はないと判断するのが相当である。 

よって、本件請求は理由がないからこれを棄却することとし、主文のとおり

判決する。 
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熊本地方裁判所民事第３部 

裁判長裁判官     長谷川浩二 

裁判官        工藤正 

裁判官        西宮知彦 


